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序
　本論文の狙いは，次の2点である。
　第1点は，日本におけるスーパーマーケットの誕生とともに現れた流通革
命の議論をもう一度ふり返り，スーパーマーケットの本質を究明し，流通革
命とは何だったのかを明らかにすることである。ここでスーパーマーケット
とはダイエー，イトーヨーカ堂，西友ストア等の「スーパーマーケット」　「
セルフサービス店」あるいは「量販店」「GMS」などと称されるものであ
る。（〔5〕p．471，〔6〕pp．123－124参照）
　第2点は，大店法の規制により出店困難に陥った大型スーパーが，新しい
成長の為に創り出した業態であるコンビニエンスストアの本質は何であるの
かを究明し，コンビニエンスストアの出現とその新しい行動様式を，新流通
革命として把握しようという試みを行なうことである。
　本稿の重点は，コンビニエンスストアの本質を明らかにしようとする新流
通革命論の方におかれる。
　本論文の元となる報告を筆者は，一橋大学名誉教授藻利重隆先生を代表とする「藻
友ゼミナール研究会」（S　S研究会）において，1990年4月7日行なった。本論文，特
に第2章の部分は，研究会における討論とコメントにその多くを負っている。藻利先
生を始めとする研究会でコメントして下さった，佐野守，島袋嘉昌，向井武文，田島
壮幸，平田光弘，山岡煕子，村田和彦の各先生には心から深謝するものであります。
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又別の機会に貴重なコメントを下さった，榊原清則先生に対しましても心から深謝す
るものであります。
第1章　スーパーマーケットと流通革命
1－1林周二と流通革命論
　1962年の林周二著『流通革命』は，流通革命という言葉を時代の流行語と
した。本書の中で林は，
　①大量生産体制と大衆消費社会という大量化した生産と消費とをつなぐ経
路部門・流通部門は，非能率的で低生産性という意味で大きく遅れている。
高度経済成長のボトルネックとなっている経路部門には，生産性向上の為の
「経路革命としての流通革命」が必要であり，現に起こりつつあるという事
実認識と（〔1〕pp．54－84，p．142，p．147参照）
　②経路革命としての流通革命は，
（1〉大規模小売業としてのスーパーマーケット（以下S　Mと略す〉の出現
により始まりS　Mが小売の主力となる　（〔1〕p．87，p．93，p．105，p．109参
照）
（2）S　Mの出現は小売商の絶対数を減少させること，（〔1〕pp．86－92，pp．
94～95参照〉
（3）問屋・卸商の大部分は消滅すること（〔1〕p．151，pp．168～171参照）
という将来展望とを述べた。（〔5〕p．469も参照のこと）
　林の②の（1）（2）の2つ将来展望は現実とはならなかったが，1972年に
スーパー1位のダイエーが総売上高で百貨店1位の三越を抜き，同年スーパ
ー全体の総売上高は百貨店全体の売上を超え，林の②の（1）の予測は正しかっ
たように見える（〔9〕p．200参照）。　因みに，1988年度のデーターによれば
スーパーは2，759店舗で8，183，967百万円の売上高であるのに対し，百貨店は
145店舗で5，244，822百万円の売上高であった。（資料（1）参照のこと）
　しかし注意されねばならないことは，林の言うS　Mとは，アメリカのそれ
を念頭に置いたものであり，　「食料品を中心とした」超大型小売店を意味し
　　　　　　　　　　　　　一28一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　流通革命と新流通革命
ていた点である。　（〔1〕p．93，p．99参照〉　日本を代表する大型スーパーで
あるダイエー，イトーヨーカ堂，西友は，百貨店と同じような総合小売業と
して発展してきたのであり，名称ではなく実体で考えると林の予測は当らな
かった。それでは，全国チェーンで展開されるスーパーの本質とは一体何だ
ったのかが次に問わねばならない。
1－2　荒井伸也とスーパーマーケット本質論
　1987年荒井は，　『日本スーパーマーケット原論』を著し，S　Mの本質を論
じた新しい見方を示した。文献〔2〕〔3〕〔4〕の中で荒井は，日本のS　M
とはアメリカ型の本来のS　Mを目指してスタートした企業が，アメリカとは
異なる2つのタイプのSMを成立せしめたことを論じた。つまり，
　（1〉第1のタイプは，本来のS　Mから離れることにより成功したダイエ
ー， イトーヨーカ堂，西友などの（a）「S　Mと称するビッグストア（大型店）」
（〔2〕p．27，p．130参照）であり，それは（b）「衣食住」に関する全ての商品
を取り扱う（〔2〕p．113，p．131参照）（c）セルフサービスという販売方式と
（d）チェーンストアという経営形態と（e）安売りディスカウント販売を行なう小
売店であり（〔2〕pp．29－33，〔3〕p．57，〔4〕p．78参照）その本質は，百
貨店の機能を果す「大衆百貨店」（〔2〕p．115，p．127，〔3〕p．79参照）で
あることを論じた。
　（2）第2のタイプは，本来のSMを目指して出発しながら「生鮮食品の
取り扱い革命」を通して（〔2〕p。77，〔3〕p．79，〔4〕pp．61－64参照）日
本的な内食材料提供業に成長していった，「関西スーパー」「サミットストア」
等の食料品を中心としたS　Mである。内食材料提供業としてのS　Mは，（a）住
宅地立地，（b）生鮮食品重視，（c）標準的店舗規模の3づの条件を満たさねばな
らないと荒井は論じた（〔2〕PP．71－76参照）。
　荒井は世界の流通業の歴史の中で特筆大書すべき革新は，第2のタイプの
SMの中に見られる（〔2〕p．68参照）と考えている。しかしながら我々にと
り重要な点は，いわゆる流通革命の担い手となったのは，第1のタイプの大
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衆百貨店としてのS　Mだったという事実である。それでは大衆百貨店として
のS　Mは，従来の百貨店とどう異なるのかが次に問われねばならない。
1－3　大衆百貨店としてのスーパーマーケットの本質と流通革命
①我々の日常生活においては，昭和30年代のスーパー誕生以前の百貨店法
の規制下におかれていた大規模小売店舗を百貨店（デパート）と称し，以後
の日本各地に多店舗展開をしている大規模小売店舗をスーパーマーケットと
呼んでいるのが慣用的用法である。
　②百貨店とスーパーマーケットの違いについての明確な規定はなされてい
るとは言い難い。旧百貨店法及び日本百貨店協会の規定では，ともに「売場
面積」（1，500㎡以上ないし3，000㎡以上）による区分である。通産省の規定
は，　「衣食住に関する各種商品を小売りする店舗であり，従業員数50名以上
のもの」という内容であり，　「取り扱い商品」と「従業員数」による区分で
ある。いずれの基準によっても大型スーパーと百貨店とは，大規模小売商で
あり明確な分類基準とはならない。
③しかしながら百貨店とは異なるSMの特質としてあげられるものがいく
つかある。
　（a）販売面でのセルフサービスの導入
　（b）チェーンストア形態での多店舗展開
　（c）ディスカウント価格による販売
　　（〔2〕PP．29－33，〔5〕P．471参照）
がそれである。我々は伝統的な百貨店は，　「有名ブランド品の定価販売によ
る厚利少売の原理」を行動原理にするのに対して，大衆百貨店としてのS　M
は，「ディスカウント価格販売による薄利多売の原理」を行動原理とする大
規模店舗であると規定できるのではないかと考えるものである。
　ここに「ディスカウント価格」とは，
①定価よりの値引きという絶対的な安売りと，②同種商品を百貨店より安い
価格帯で提供するという相対的な安売りを意味している。
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　ここに「薄利」とは，ディスカウント価格により単一商品当りの利幅がS
Mの方が伝統的百貨店より小さいことを意味している。
　ここに「多売」とは，ディスカウント価格により単一商品の販売量がS　M
の方が伝統的百貨店より多いことを意味している。　（注1）
　大衆百貨店としてのS　Mは，ディスカウント価格を実現する為に次のよう
な特徴的行動を行なう。
　①大量仕入と現金決済による仕入価格の切下げ。大量仕入が行なえる為に
は，「チェーンストア」形式により多店舗展開をするとともに本部一括仕入
を行ない，単一商品を大量に仕入れることが特色となっている。従ってS　M
は必然的にチェーンストア形態をとることになる。
　②人件費を極度に節約する為に「セルフサービス式」を全面的に導入する。
ここにS　Mの特色としてのセルフサービス方式が現れざるをえないわけであ
る。
③流通経路の短縮（メーカーとの直接取引）により流通マージンを圧縮す
るQ（〔9〕p．219参照）
④自ら生産に乗り出すことによるメーカーマージンの圧縮。これはストア
ブランド商品・プライベートブランド商品の開発販売を意味している。
（〔9〕PP．219－222参照）
　以上のような特徴的行動を行なうディスカウント価格による薄利多売の行
動は，商品一単位当りの仕入コストと販売コストとを低下せしめていくとい
う意味で「規模の経済」を追求する活動でもあった。大衆百貨店としてのS
Mを主体とするいわゆる流通革命の本質は，大量生産，大量消費という高度
経済成長時代に，百貨店法により出店の抑制されていた伝統的百貨店を補完
する大規模小売店が，出店規制のないビッグストア＝S　Mとして誕生・成長
していった過程と言えるのではないだろうか。
（注1）伝統的百貨店に比べ，S　Mが「十貨店」とも呼ぶべき取り扱い商品が相対的
に少なく，商品回転率の高い小売店であることは次に指摘されている。
堤清二・伊東光晴「デパート・スーパーの経済学」『世界』1983年6月号pp．220－238
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　資料（1）
????? ?????????? ? ッ????? ?? ? ?? ? ??? ? ???? ?? ???? ? ???
　　　（売上高は単位百万円、▲は減）
　　全店舗　　　　既存店舗　　　　新設店舗　　既存店澱売撫醐6”。”器島巖蔓瀦猛｛鷺努
????? ?
185　1，254，802　　　164　1．1049964
135　　　962．025　　　126　　　902，534
220　　　878、822　　　167　　　687。508
169　　608，865　　　144　　518，042
159　　　591、833　　　146　　　550．730
115　　　454，659　　　105　　　4189697
　60　　312・154　　　56　　289・087
117　　　309，616　　　109　　　289，654
149　　　262，397　　　1（〕9　　　174．692
176　　　258，834　　　167　　　241，629
　17　　　　20，649　　　17　　　209649
　19　　　　18，630　　　　19　　　　18・630
2759　8，1839967　2零375　7，204、904
　846，644　4．64　4　　2 ，528　　　6●69
45　1499760　　　0●48
　8　　28．932　　　2．53
　3　　16，572　　　4．55
　28 544　2●54　　　　　　　2．77
　3　　　4、020　　　　8●46
　1　　　　　276　　　▲0．60
　4　　　7 224　　　　2．38
　　　　　　　5．91
　　　　　　　1．52
154　3769585　　　　3も59
　49　　6　71　42　44　36　20　19　81　65（
　　4　　7795
三　越
高島屋大　丸丸　井
松坂屋伊勢丹阪急百貨店束急百貨店
そごう
天満屋
?????????? ?????????? ? ??『 ????329，878
600．008
531，104
456．574　　　　1　　15，096
413，775
342，032
313，840
313，602
262，0121189562
??????
諏訪丸光山形松坂屋
　合　計
　3　7，702　2　　745　　　　　　30・24　1　7，301　1　7，301　　　　　　3・97145　5，244，822　　　134　4，797，349　　　　1　　15．096　　　6．25
（出所：日経流通新聞　1989年8月26日）
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第2章　コンビニエンスストアと新流通革命
2－1　コンビニエンスストア誕生の必要性と可能性
2－1－1大店法ζコンビニエンスストアの誕生
　まずコンビニエンスストア（以下CVSと略記する）誕生の必要性につい
て述べることとする。昭和30年代から40年代にかけて，大衆百貨店としての
S　Mが急成長し，従来の商店街を形成していた中小零細小売店に深刻な影響
を与えた。このような背景の中で政府は，①中小小売業者の事業機会の確保，
②消費者利益の確保，③小売業近代化の3つを目的にする大規模小売店舗法
（大店法）を1974年に施行し，1979年に一部改正し今日に至っている。（〔11〕
p．2参照）　（注1〉大店法は実質的にはS　Mの出店を大幅に抑制する効果を
果した。（注2）
　S　Mの大手イトーヨーカ堂は，このような時代背景の下で「新たな成長」
を模索し，大店法に抵触しない新事業として，小売企業であるCVSをアメ
リカのサウスランド社と提携し日本に展開することを決意したgイトーヨー
カ堂は1973年にセブンーイレブン・ジャパンを設立し，そのフランチャイズ
1号店を1974年5月に東京に出店した。　（以下セブンーイレブン・ジャパン
を「7－11」本部，フランチャイズ店を「7－11」加盟店と呼び，両者を合せ
たものを「7－11」と略記することとする。）
2－1－2新市場の形成とコンビニエンスストアの誕生
　次にCVS誕生の可能性について述べることとする。7：00am～11：00pmの
営業ないし24時間営業し，以下で述べるような商品構成で，大型スーパーよ
りも同一商品を高価格で販売するCVSの展開が可能となったのは，次の要
因により新しい市場が形成されてきたからであった。①生活時間帯が変化し，
夜間から深夜にかけて活動する人々の数が増大してきたこと。（注3）②共
働き家庭の増加により勤め帰りにしか買物のできない兼業主婦が増加してき
たこと。（注4）③独身の若手層を中心に，価格にそれ程敏感ではない消費
者層が多数出現してきたこと。（注5）以上の3つの要因の相乗作用により
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CVSに対する新しい市場が形成されてきたのである。
2－2　CVSの概念と「7－11」の成長の軌跡
　1974年の1号店出店以来「7－11」は常にCVS業界をリードしてきた。「7
－11」の歴史はそのまま日本のCVSの摩史でもある（〔3〕’p．21，〔4〕p．
32，〔8〕p．31，〔9〕pp．20－22参照）。それ故，以下ではCVSの典型例と
して「7－11」を取り上げることとする。
　「7－11」加盟店の平均的な姿は以下の通りである（〔3〕pp．21－22参照〉。
①面積約30坪
②商品アイテム数は約3，000
③商品構成は，食品・日用雑貨・雑誌等で，購入後すぐに使用される商品を
　中心にした生活必需品の小売店である。商品別売上構成は，食品約75％（
　内加工食品41％，ファーストフード21％，生鮮食品13％）と非食品25％で
　ある。食品の売上高5，120億円は食品小売業としては日本一の売上である。
　因みに親会社イトーヨーカ堂と比較した場合，「7－11」加盟店全体の売上
　高はイトーヨーカ堂の60％であるが，取り扱り品目は1／100である。
　　　　　　　　　　図1　セブンーイレブン・ジャパンのフランチャイスシステムの仕組みさらに「7－11j全
体は，「7－11」本部
と「7－11」加盟店か
らなるフランチャイ
ズ・システムである。
「7－11」のフランチ
ャイズ・システムの
仕組みは右図の通り
である。
出所：（〔3〕p．22）
　　　　　　　客（消費者）
　　　　　　　嗣代金支払い
　　　　　　奄
・4注／＊1その他には店舗の水道光熟費の80％と広告宣伝費負担，棚卸サービス。簿記会
　　計サービス．店舗オペレーション。オーナーヘルプ制度などを含む
イ出所／セブン・イレブン・ノヤパン貢享1よリ野村総合研究所作成
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「7－11」の現状と業績推移は以下の通りである。
表1
??????????。。。。甑? ??…?? ?? ??? ???｝?????? ??????? ???????? ???ィ??????? ??? ?????? ???
292　　　198　　　　　0　1959146　1，553（　1・6
3●9　　　　　0　　　　　0　：33。021　　：●092（　：3－0
23り0　　　　　一　　　　　　一　　　　　　〇　　1。035（　27。8
2・8　　　　　0　　　　　0　81・121　　　319（　A1．2
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頭野　拠．団蝿　　　唐名
位召【佼
（D　①　セプンーイレブン・ジャパン　セブンイレブン
⑦　②巌ローソン・ジやパン　　　　　ローソン
O⑤フ7ミリーマート　　　　　フ7ミリーマート
④　④サンショップヤマザキ　　　サンエプリー／ヤマ
　　　　　　　　　　　　　　　　デイリーストア
⑤　①　全日本食品　　　　　　　　全8跳チェーン
⑤　⑤　ケイマートチェーン協岡　　　Kマートチェーン
⑦⑦※サンチヱーン　　　　　　　サンチェーン
⑧　⑧エムシーフーズ　　　　　　エムシーチェーン
⑨⑭国分　　　　　　　　　コミニニティストア
⑭　⑪　モンマートストアシステムズ　モンマート
⑪⑨メイカン　　　　 ママ。チェーン⑫⑪サンクス　　　　　　　　サンクス⑪　o　関1更地域スパー本郡　　　　　ホット・スパー
⑭　⑮　セイコーマ」ト　　　　　　　セイコーマート
q5⑬　ココストア　　　　　　　　ココストア
〔1〕（出所図1
●セブンーイレブン・ジャパンの業績推移
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※注／2月決算。1989年度は予想
※出所／セブンーイレブン・ジャパン資料による
CVSの本質2－3
CVSの日米の違い2－3一
日本の「7－11」は，世界最大のCVSである，アメリカのサウスランド社
　　　　　　　　　　　　　　一35一
柳川　高行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
のフランチャイズビジネスの経営ノウハウを導入することにより展開された
が，アメリカ流のやり方をそのまま真似たのではなく日本的な工夫を加えた。
両者の違いは次の通りである。
①サウスランド社は自から不動産を入手し，店舗建物を自社保有し，その店
　を運営する人とフランチャイズ契約を結ぶのに対し，日本の「7－11」は加
　盟する人が土地と店舗を提供する形をとっている。
②POSシステム（後述）の導入による商品情報の収集と利用とを日本の「7
　－11」は行なっている。
③日本の「7一一11」は，多品種・少量・高頻度配送の為の物流ネットワークを
　作りあげている。（〔8〕pp．34－35参照）（注6〉
2－3－2　日本のCVSの本質
　日本の「7－11」の本質的特色として我々は次の3点を挙げることができる
と思われる。
①POSデータの利用による品揃えの無限持続的な改善活動
②多品種・少量商品の高頻度配送の為の物流ネットワークの形成
③「7－11」本部一「7－11」加盟店一問屋（納入業者）一メーカー問
　にcomputerによる情報ネ
　　　　　　　　　　　　　　　図3　総合店舗情報システムの流れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商談　ットワークを形成し，連
　鎖型の組織を形成してい
　る。
以上の3点の内，②には触
れないこととし，①．③を
検討することとする。　（注
7）以下の検討に必要な「
7－11」の情報ネットワーク
と，そこにおける情報と商
品の流れは右の図の通りで
ある。
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2－3－3　POSデータの利用による品揃えの無限持続的な改善活動
2－3－3－1　POSシステム
　POSとは“POINT　OF　SALES”の略称であり「販売時点情報管理」を意
味している。
　「7－11」のPOSシステムを構成するのは，
①光学式自動読み取り機であるスキャナー
②POS蠕レジスター
③ストアコンピューター
④商品のバーコード
の4つである。
2－3－3－2　POSによる情報の収集と本部によるその利用
　光学式自動読み取り方式のPOSレジスターにより商品の販売と同時に，
①販売商品名，②販売金額1③販売時問の3つが自動的に読み取られると同
時に，従業員がレジのキーを押し④顧客層（性別と年令層）の情報が入力さ
れる。以上の①～④の情報がリアルタイムでストアコンピューターに入力さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しれ，そのPOSデータはフロッピーディスクに入れられ1その後本部のホス
トコンピューターに入力される。（注8）
　次にPOSデータの「7－11」本部による利用について述べることとする。
①「7－11」本部は，個別加盟店からの単品毎の販売情報（＝事実情報1）を
　収集し，加盟店1店毎と地区別，全国規模での情報とを収集する。
②本部は，個々の加盟店の販売情報を読み取り，取り扱い商品を「売れ筋商
　品」と「死に筋商品」とに分類する（＝事実情報II〉
③売れ筋商品に関しては，欠品を生じさせない最小の在庫量と最適発注量と
　を決定する（＝指示的情報1）
④死に筋商品に関しては，それらの商品を店頭から排除し，それらに替る新
　規商品の入替を指導する（＝指示的情報H）（図3も参照のこと。）
⑤以上述べたように，POSシステムにより収集されたPOSデータ即ち事実
　情報は，本部により指示的情報へと加工される。加工された指示的情報は
　　　　　　　　　　　　　一37一
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　フィールド・カゥンセラー（FC）と呼ばれる巡回指導員により各加盟店に
　伝達され，指示的情報通りの品揃えがなされるようにF　Cによる加盟店オ
　ーナーの説毎活動が行なわれる。　（〔2〕，〔3〕，〔6〕pp．216－233参照）
　（注9）
2－3－3－3　POSシステム導入の効果と品揃えの無限持続的な改善活動
　まずPOSシステム導入の効果を数字で見てみることとする。
①1989年度上半期の1店舗当りの1日の売上高は56万7千円であり11983年
　に比べ17％も向上した（〔2〕参照）。西友系のファミリーマートとは日商
　で約10万円の差がある。　（注10〉
②1989年度現在の1店舗当りの在庫額は470万円であるのに対し，1975年には
　1，300万円～1，500万円であった（〔8〕p．37参照）。
③死に筋商品の排除と新商品の入れ替えの結果，「7－11」店頭では絶えず商
　品が入れ替わることとなる。1982年3月～8月の6ケ月間にある店頭では
　1，600品目が入れ替わった（〔5〕p．76参照）。　また1975年からの10年間に
　「7－11」全体で1万5千品目の商品が取り扱われ，その内1万品目が店頭
　から消えていった（〔6〕p．175参照）。
　次にPOSシステム導入の効果を理論的に考察することとする。「7－11」
本部によるPOSデータの収集と加工とにより「7－11」加盟店の品揃えには
次のような特色が生じる。
①各加盟店の品揃えは，商圏内の顧客の購買行動の違いに応じて，あたかも
　カメレオンが周囲に合せてその色を変えるように各店舗毎に異なってくる。
　また同一店舗においても顧客の購買行動の変化に対応して，週単位，月単
　位で品揃えが連続的に変化する。
②以上のことは，POSデータの継続的収集により「POSによる学習活動
　（leamingthrough　POSsystm）」が日常的に行なわれ，そのことを通して，
　各店舗の店頭では，「消費者の欲しがる商品を欲しがる量だけ品揃えする」
　という小売業の本質的機能を目指して『品揃えの無限持続的な改善活動（
　never－ending－merchandising－improvement）」が構造的に行なわれるこ
　　　　　　　　　　　　　一38－
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　とを意味している。
③POSによる学習活動を通しての品揃えの改善は，従来の「勘と経験によ
　る品揃え」から「経験科学的な品揃え」を行なうことを可能にした「品揃
　え方法の革新」をもたらしたと言うことができよう。
　　ここで特に注意しなければならない点は，POSシステムの導入が自動
　的に品揃えの無限持続的な改善をもたらすのではないということである。
　POSによって得られるのは商品単品毎の販売情報であり，死に筋商品の
　発見である。重要なことは，死に筋商品に替えてどんな新商品を導入した
　ら良いのかという指示的情報を，事実情報であるPOSデータを素材にし
　て生み出していく，本部の「情報創造能力」である。　（注11〉
④品揃え方法の革新を通して，「売れる商品を，売れる時に，売れる量だけ
　店頭に置く」という小売業の理想的状態に可能なかぎり近づいていく努力
　が無限持続的になされることとなる。このような無限持続的な品揃えの改
　善活動の根底には，　「厚利確売」とも名付けうるような流通企業の「新し
　い行動原理」が生まれてきていることを我々は強く主張するものである。
　　ここに「厚利」とは，大型S　Mと比較した場合に，同一商品を相対的に
　高い価格で販売し，単一商品当りの利幅が大きいことを意味している。
　　ここに「確売」とは，品揃えの無限持続的改善を通して，売れ残り商品
　を可能な限り減少せしめ，商品を可及的速やかに売り切ってしまうことを
　意味している。
　　この場合「厚利」は「確売」の目的ではなくコストであることが注意さ
　れねばならない。
　　「7－11」加盟店は本部に対し粗利益額の45％（24時間店は43％）をロイ
　ヤリティーとして支払う。その為にも厚利は不可欠の条件である。この高
　いロイヤリティーの見返りに本部は様々なサービスを行なうが（〔3〕p．23，
　〔7）p．23参照）最も重要な活動は，情報ネットワークと物流ネットワーク
　の形成と運営であり，品揃え改善の為の指示的情報の創造活動であること
　が銘記されなければならない。
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　厚利というコストにより確売が実現され，確売を通して企業の利潤極大
　化が追求されていくのである。
　「7－11」の粗利益率は他のCVSチェーンと比べても高いと言われてい
　る。次の表を参照のこと。
　表1セブンイレブンの在庫額・日販・荒利益率推移
51年52年53年54年55年56年57年58年59年60年
●在庫頗平均推蕃多（万円） go9873843774689626623594548540
●日阪（平均）推移（千円） 365396419435463483482486495511
●荒利益率推移（％） 24．024．324．925．025．926．426．826．927．227．4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所：〔7〕P．41）
2－3－4情報ネットワークにより連結された連鎖型組織の形成
①まず情報ネットワークの構成主体について述べることとする。構成主体に
　は，フランチャイズシステムを構成する（a）「7－11」本部と（b）加盟店（オー
　ナー）の2つに加えて，（c）メーカーと（d）配送機能付きの問屋の4つがある。
②次に情報ネットワーク問の経営資源に関して述べることとする。
　加盟店は土地・建物・資金・労働力という本部にとっては企業外・組織
　外の資源を提供する。
　　メーカーは，共同配送用センターやファーストフード用の専門工場等，
本部にとっての外部的
資源を提供し，各店舗
毎の商品仕訳や配送を
担当する場合もある。
（注12）
　問屋に関して，本部
は「窓口問屋制」とい
う仕組を開発した。右
図のように複数の問屋
の取り扱う商品を1つ
　　図4　窓口問屋制
・屋賢卵
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一＿注文の流れ　イトーヨーカ堂
・一一商品の流れ　　店　舖
（出所1日経流通新聞1989年10月17日）（注13）
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　の問屋に集中して扱わせ，各店舗の発注通りに窓口問屋が納品を行なう。
　このことは問屋という本部にとっての外部資源を小売店主導で再編成し活
　用することを意味している。
　　「7－11」本部は，加盟店，メーカー，問屋との間に「コンピューターに
　よる情報ネットワーク」という資源を提供し，ネットワークを流れる情報
　をコントロールすることを通して各経済主体の行動をコントロールしてい
　る。
③「7－11」本部は，加盟店，メーカー，問屋という外部資源をコンピュータ
　ーネットワークによって結合し，そこに「連鎖型の組織」を形成する。ネ
　ットワークによって結ばれた各主体は「連結の経済性」「ネットワークの
　経済性」を追求するのである。ここに連結の経済性とは，複数主体問のネ
　ットワークの結びつきが生む経済性のことである。オルガナイザーとして
　の「7－11」本部は，ネットワーク参加者に連結の経済性を追求させながら，
　加盟店店頭における商品の「確売」を究極的に追求していることが注意さ
　れねばならない。　（〔10〕pp．50－70参照）（注14）
2－4　CVSと新流通革命
　CVSの誕生と成長に伴なって生じたと思われる新しい行動原理を「厚利
確売」の原理と我々は名付けた。最後に我々は「厚利確売」の原理の経営学
的意味は何であるのかを問わなければならない。
　連鎖型組織を形成する情報ネットワークは，一面において本部と加盟店と
を結ぶPOSシステムとしてとらえることができる。pOSによる学習活動
を通して「品揃えの無限持続的な改善」の為の「指示的情報」が各加盟店に
提供することが可能となった。
　連鎖型組織を形成する情報ネットワークは，他面において，本部一加盟店
一メーカー一問屋を結ぶ「受発注システム」としてとらえることができる。
指示的情報通りに受発注がなされ，メーカーと問屋による正確な物流がなさ
れることを通して，本部指示通りの品揃えの永続的改善が具体化されること
　　　　　　　　　　　　　一41一
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が可能となった。
　「7－11」に代表されるCVSに，情報ネットワークを通して品揃えの無限
持続的改善を可能にする「厚利確売」の原理が出現した。小売企業における
このような「新しい行動原理』の出現を，我々は「新流通革命」と名付けるこ
とをここに提唱することとしたい。新流通革命はまだ小売業の片偶に生まれ
たさざ波にすぎない。だがこのさざ波は，大型S　MがPOSシステムを始め
とするCVSの運営ノウハウを取り入れ始めている現状を見る時，小売企業
を洗う大きな波に成長する可能性に満ちた，さざ波である。
（注1）
（注2）
　大店法に関しては，次を参照のこと。　「大店法」　日本経済新聞
1989年10月22日。
　大店法がSMの出店抑制の効果を有したことに関しては，次を参照
　　のこと。　「大店法15年の歩み」
　　pp．7－330
（注3）就寝時問が遅くなり，生活
　　が夜型化し，深夜の屋外活動
　　が益々増大の傾向にある点に
　　ついては，右図のNHK調査
　　を参照のこと。
　　出所：日経流通新聞　1990年
　　　　　4月24日。
（注4）有配偶女子の就業状況の変
　　化，特に雇用者（サラリーウ
　　ーマン）の増加については次
　　の資料を参照のこと。
　　出所：菅原眞理子『新・家族
　　　　　の時代』1987年　中央
　　　　　公論社　p．92。
『日経ビジネス』　1989年6月5日号
　10年前と比べた行動者率の変化
（東京圏）
?????????????????????????????????ー?? っ
（昭和60年と昭和50年のNHK
「国民生活時間調査」をもとに作成）
ャー
???????????????????
???
22時230　1　2
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有醍偶女子の就業状態の推移（万人・％）
昭和35年 40 45 50 55 60 61
好15㎝ロ（万人》 3，3813，7684，0604，3444，5914，8634，925
有配偶者（万人） 1，920 2，1822，4562，7872，9593，073 3，086
（％） 100．0100．0100．0100．0100．O100．0 100．0
労働力人口（％） 伺 　 48．345．249．251．151．1（100．0）
就業者 46．648．248．044．748．550．250．1（78．2）
農林業 28．222．214．9 9．9 7．9 6．5 6．3（12．2）
雇用者 0．4 0．3 0．3 0．2 0．2 O．3 0。3（0．6）
非農林業 18．4 26．033．134．840．643．743．9（85．9）
自営業主
家族従業者 9．6 11．8 14．713．4 14．5 14．013．8（27．1）
雇用者 8．8 14．118．3 21．326．129．630．0（58．7）
完全失業者 麟 一 0．3 0．5 0．6 0．9 0．9（1．8）
非労勧力人口（％） 一 一 51．654．550．548．4 48．4
　　注昭和35，40年は，沖縄県を除く。総務庁統計局「国勢調査』（昭和35，40年），
　　　　「労働力調査』（昭和45－61年）．
　　出所：菅原真理子『新・家族の時代』1987年中央公論社P92。
（注5〉厳密なデータではないが，筆者の所属大学の学生に対するアンケー
　　　ト調査（1990年4月26日〉の結果を次に示しておこう。
　　①商品価格については，278名中（a）高いと思うのでもっと安い店で買
　　　　う11％，（b）高いと思うが便利なのでしょうがないと思う64％，（c）高
　　　　いと思うが便利なので殆ど気にならない25％。
　　②利用状況に関しては，（a）余り利用しない13％，（b〉他の店と変わらな
　　　　い19％，（c）よく利用する68％。利用する学生は週平均3．8回利用し
　　　　ている。
　　　③利用時聞帯は，（a）午後6：00まで32％，（b）午後6：00～11：00まで51％，
　　　（c）午後11：00以降17％。
（注6）日米の「7－11」の違いについては，次も参照のこと。「コンビニ逆
　　　輸出　世界で実験」日経流通新聞，1990年3月24日。
（注7）　「7－11」の物流ネットワークについては次を参照のこと。
　　　〔7〕第5章「緻密な物流システムがバックアップ」pp．163－200。
　　　「セブンーイレブン」　『流通設計』1988年7月号　pp．14－16。
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　　「セブンーイレブンのフルタイム配送システム」『実業の日本』1988年
　　11月　1　日　　　pp．22－25。
（注8）　POSが「7－11」加盟店に導入されたのは，1982年9月であった。
　　　POS導入前とPOS導入後の「7－11」は本質的に大きく異なってい
　　ると解される。POS導入以前の「7－11」のキャッチフレーズは「あ
　　いてて良かった」というものであり，それは長時問営業の便宜性を強
　　調するものであったが，このキャッチフレーズは1982年4月以降TV
　　　C　M等で一切使われなくなった。後述するようにPOS導入後は，「品
　　揃えの改善」が基本的特質となっていった。この点に関しては次を参
　　照のこと。
　　「コンビニ逆輸出　世界で実験」　日経流通新聞　1990年3月24日。
　　「まんねりヒットを育てる法」『日経ビジネス』1986年6月9日号p．47。
（注9）フィールド・カウンセラーの役割をこのように解釈することに関し
　　ては，参照文献の他に，次を参照のこと。「独走セブンイレブン客逃
　　がさぬ黄金システム」　日経流通新聞　1983年7月28日。
　　　各加盟店が取り引きできる問屋も「推奨ベンダーシステム」により，
　　実質的には本部により規定されている。ここに「7－11」と讐定問屋と
　　のネットワークが形成されることとなる。この点に関しては，　〔7〕
　　p．172を参照のこと。
（注10）「7－11」加盟店とファミリーマートとの日商の差については，次を
　　参照のこと。
　　　「ファミリーマートの二番手戦略」『日経ビジネス』1986年10月27日号
　　P．37。
（注11）この点に関して「7－11」ジャパン社長鈴木敏文は次のように述べて
　　　いる。
　　　「私どもは，売れ筋商品は常に店の外にあるという考え方で，新しい
　　商品を積極的に取り入れると同時に，売れなくなった商品を売り場か
　　　ら外していく作業を日常的に行なっています。その結果として，毎年，
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（注12）
（注13）
（注14）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　流通革命と新流通革命
1，600アイテムから2，000アイテムの商品が売場から消えてなくなり，
同数の新しい商品が導入されているのです。
　店の内に売れ筋がきちんと入るようなシステムを作り出さないと，
POSの導入は逆に縮小均衡を生み出してしまうのです。」
出所：〔8〕p．41
　「7－11」が大手食品メーカーに専用協力工場を建設させ，メーカー
の経営資源を利用していることに関しては，次を参照のこと。
「セブンーイレブン・ジャパンの調理済み食品重視路線」『日経ビジネ
ス』1989年2月13日号pp．74－78。
　「7－11」の窓口問屋制を図示している資料が入手できなかったので，
「7－11」のノウハウを導入して展開されているイトーヨーカ堂のもの
を用いた。
　「7－11」は，分散的に出店するのではなく，同一地域への大量出店
を行なうドミナント出店と呼ばれる行動を行なう。これは配送・物流
コストの切り下げを目的とするものである。ドミナント出店と窓口間
屋制とは「規模の経済性」を追求するものである。
　ドミナント出店については次を参照のこと。
〔6〕PP．158－164，〔7〕PP．191－200。
　　88年度　コンビニエンスストア調査　日経流通新聞　1989年9月30日。
　　企業戦略　セブンーイレブン・ジャパン　日本経済新聞　1990年2月26日。
　　Business　Outlook　「情報小売業セブンーイレブン・ジャパン」
　　『ノムラサーチ』1989年11月号20－27頁。
〔4〕　BusinessOutlook　「イトーヨーカ堂グループ」
　　『NRIサーチ』1984年11月号27－33頁。
〔5〕ケーススタディ，セブンーイレブン・ジャパン　『日経ビジネス』
　　1983年2月21日号74－79頁。
〔6〕緒方知行『セブンーイレブン・流通情報戦略』1984年　TB　Sブリタニカ。
〔7〕国友隆一『セブンーイレブンのPOS革命』1986年　ぱる出版。
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